
 
 

厚生労働省認定制度の見直しについて 
 

雇用均等・児童家庭局 

職 業 安 定 局 

１. 改正の趣旨 

過重労働問題が発生した企業がくるみん認定を受けていた事例があり、国会等でも問題になっ

たことを受け、くるみん認定基準等を、真に子育てサポートをしている企業を対象とするよう見

直す必要がある（平成 28 年 11 月 8 日（参）厚生労働委員会等でも見直す旨大臣より答弁）。 

基準等の見直しに当たっては、長時間労働が恒常化している企業は認定しないこととするほか、

あわせて、同様の観点から、えるぼし、ユースエールの認定基準等も、各認定制度の趣旨に真に

合致した企業が認定を取得できるよう、以下のとおり見直しを実施する。 

  

２. 内容 

⑴ 労働時間数について 

「くるみん」について、新たに労働時間数についての基準を設ける。 

「プラチナくるみん」、「ユースエール」についても労働時間に関する認定基準を厳格化す

る。 

 

⑵ 男性の育児休業取得について 

企業規模に関係なく、男性の育児休業等取得者が１人以上という取得人数を基準としていた

「くるみん」について、取得率を基準とする。 

 

 ⑶ 重大な法令違反について 

   「くるみん」、「プラチナくるみん」、「えるぼし」について、労働基準法等違反は書類送検

を不認定や認定取消の対象としていたが、その範囲を拡大し、「ユースエール」と同様に、是

正勧告を受けて是正していない場合も不認定や認定取消の対象とする。 

 

 ⑷ 認定辞退制度の創設 

   「くるみん」、「プラチナくるみん」、「えるぼし」について、「ユースエール」と同様に、

認定基準を満たさなくなった場合は、事業主が所轄都道府県労働局にその旨を申し出ること

のできる制度を創設。 

 

 ⑸ 取消後の再取得期間の見直し 

   「くるみん」、「プラチナくるみん」、「えるぼし」について、「ユースエール」と同様に、

認定を取り消された場合は、取消から３年経過するまで再取得できないこととする。ただし、

数値基準を満たさなくなり⑷の認定辞退を行った事業主については、基準を満たせば随時再

取得できることとする。 

 

３. 施行期日等 

公布日 平成 29 年３月中 

施行日 平成 29 年４月１日 

資料３ 
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労働時間 男性育休 公表事項
重大な法令違反
＜各制度共通＞

その他

く
る
み
ん

①正社員の法定時間
外・法定休日労働時間
の平均が各月45時間
未満
かつ

②月平均の法定時間外
労働60時間以上の労
働者ゼロ

①育休取得率７％
又は

②男性の育児目的休暇
15％以上かつ育休取得
者１人以上

公表事項なし
（過去の実績を評価
するものであり、現
状を公表させるもの
ではない） ①基準法等に違反して送

検公表
②均等法等で勧告
③障促法で勧告公表
④労働保険料未納
⑤高齢法で勧告公表
⑥派遣法で勧告公表
⑦長時間労働等に関する
重大な労働法令に違反し、
是正意思なし
⑧労働基準関係法令の同
一条項に複数回違反
⑨違法な長時間労働を繰
り返し行う企業の経営
トップに対する都道府県
労働局長による是正指導
の実施に基づき企業名が
公表

・法違反確認方法の見直し
・認定通知書に法令違反等
があった場合速やかに申し
出るよう明記
・認定辞退制度の創設

等

プ
ラ
チ
ナ

く
る
み
ん

①正社員の法定時間
外・法定休日労働時間
の平均が各月45時間
未満
かつ

②月平均の法定時間外
労働60時間以上の労
働者ゼロ

変更なし
労働時間数にかかる
事項を追加

え
る
ぼ
し

変更なし

基準なし
（女性の活躍と直接的な
関係性が薄いため基準が
設定されず）

変更なし

ユ
ー
ス
エ
ー
ル

①正社員の所定外労働
時間月平均が２０時間
以下
かつ
②月平均の法定時間外
労働60時間以上の正
社員ゼロ

変更なし 変更なし
上記実施済み
（その他、離職率と有給休
暇取得の基準を見直し）

～認定制度の見直し概要～



くるみん認定基準 プラチナくるみん認定基準
１ 雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を
策定したこと

２ 行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること

３ 策定した行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと

４ 平成２１年４月１日以降に策定・変更した行動計画について、公表および労
働者への周知を適切に行っていること

５ 計画期間において、男性労働者のうち育児休業等を取得した者が１人
以上いること

＜労働者数300人以下の企業の特例＞
計画期間内に男性の育児休業等取得者がいなかった場合でも、①～④の
いずれかに該当すれば基準を満たす。
① 計画期間内に、子の看護休暇を取得した男性労働者がいること（１歳に
満たない子のために利用した場合を除く）。

② 計画期間内に、子を育てる労働者に対する所定労働時間の短縮措置
を利用した男性労働者がいること。

③ 計画の開始前３年以内の期間に、育児休業等を取得した男性労働者
がいること。

④ 計画期間内に、小学校就学前の子を育てる男性労働者がいない場合に
おいて、中学校卒業までの子又は小学校就学前の孫についての子育て
を目的とした企業独自の休暇制度を利用した男性労働者がいること。

６ 計画期間において、女性労働者の育児休業等取得率が、７５％以上であること
＜労働者数300人以下の企業の特例＞
計画期間内の女性の育児休業等取得率が７５％未満だった場合でも、計画期間と
その開始前の一定期間（最長３年間）を合わせて計算したときに、 女性の育児休業
等取得率が７５％以上であれば基準を満たす。

７ ３歳から小学校就学前の子を育てる労働者について、「育児休業に関する
制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業
時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じていること

８ 次の①～③のいずれかを具体的な成果に係る目標を定めて実施していること
① 所定外労働の削減のための措置
② 年次有給休暇の取得の促進のための措置
③ 短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他の働き方の見直しに資
する多様な労働条件の整備のための措置

９ 法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと

１～４ くるみん認定基準１～４と同一

５ 男性の育児休業等取得について、次の①又は②を満たすこと
① 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に占める育児休業
等を取得した者の割合が１３％以上であること

② 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に占める育児休業
等を取得した者及び育児休業等に類似した企業独自の休暇制度を利用した者の割合が
３０％以上であり、かつ、育児休業等をした者の数が１人以上いること

＜労働者数300人以下の企業の特例＞
計画期間内に男性の育児休業等取得者又は育児休業等に類似した企業独自の休暇制度の
利用者がいなかった場合でも、①～④のいずれかに該当すれば基準を満たす。
① 計画期間内に、子の看護休暇を取得した男性労働者がいること（１歳に満たない子のため
に利用した場合を除く）。

② 計画期間内に、子を育てる労働者に対する所定労働時間の短縮措置を利用した男性労
働者がいること。

③ 計画の開始前３年以内の期間に、育児休業等を取得した男性労働者の割合が13％以上であること。
④ 計画期間内に、小学校就学前の子を育てる男性労働者がいない場合において、中学校
卒業までの子又は小学校就学前の孫についての子育てを目的とした企業独自の休暇制度
を利用した男性労働者がいること。

６・７ くるみん認定基準６・７と同一

８ 次の①～③すべてについて取り組むとともに、少なくとも①又は②について数値目標を定めて実
施し、達成していること。ただし、労働時間については一定の条件を満たすこととする。
① 所定外労働の削減のための措置
② 年次有給休暇の取得の促進のための措置
③ 短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他の働き方の見直しに資する多様な労働
条件の整備のための措置
※一定の条件：次のア又はイを満たすこと
ア 計画期間終了前直近１年間の平均週労働時間が６０時間以上の労働者の割合が５％以下であること
イ 計画期間終了前直近１年間の平均月時間外労働時間が８０時間以上である労働者が１人もいないこと

９ 次の①又は②を満たすこと
① 計画期間において、子を出産した女性労働者のうち、子の１歳誕生日まで継続して在職（育休
中を含む。）している者の割合が９０％以上であること

② 計画期間において、子を出産した女性労働者及び子を出産する予定であったが退職した女
性労働者のうち、子の１歳誕生日まで継続して在職（育休中を含む。）している者の割合が
５５％以上であること。
＜労働者数300人以下の企業の特例＞
①又は②のいずれにも該当しない場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最長３年間）を合わせ
て計算したときに、①又は②を満たせば基準を満たす。

１０ 育児休業等を取得し又は子育てをする女性労働者が就業を継続し、活躍できるよう、能力向
上やキャリア形成のための支援などの取組の計画を策定し、これを実施していること

１１ くるみん認定基準９と同一 2



次世代育成支援対策の実施状況の公表

〇特例認定企業（プラチナくるみん認定企業）は、「次世代育成支援対策の実施状況」につ
いて、毎年少なくとも１回、公表を行う必要があります。

■公表事項

■公表方法

特例認定決定後、おおむね3か月以内に、厚生労働省が運営する女性の活躍・両立支援
総合サイト「両立支援のひろば」で公表されます

男性労働者の育児休業等の取得に関する状況として以下の２つの割合
①公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、育児休
業等をした男性労働者数及びその割合

②公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、育児休
業等をした男性労働者数及び育児目的休暇制度を利用した男性労働者数の
合計数の割合と育児目的休暇制度の具体的内容

公表事項１

公表前事業年度において出産した女性労働者数に対する
育児休業等をした女性労働者数の割合

公表事項２

３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を育てる労働者のために

実施している短時間勤務制度等の措置 の内容

公表事項３

(※)短時間勤務制度等とは以下の措置を指す
①育児休業に関する制度に準ずる措置 ②所定外労働の制限
③短時間勤務制度 ④フレックスタイム制度
⑤事業所内保育施設の設置運営 ⑥育児に要する経費の援助措置等
⑦始業・終業時刻の繰上げ又は繰下げの制度

（※）

特例認定基準に適合するものとして講ずる以下の措置の内容

公表事項４

①所定外労働削減のための措置
②年次有給休暇の取得の促進のための措置
③短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他働き方の見直しに
資する多様な労働条件の整備のための措置

公表事項５

女性の就業継続に関する状況として以下の①又は②の割合
①公表前々事業年度において出産した女性労働者数に対する、
公表前事業年度に在職している又は在職していた女性労働者数の割合

②公表前々事業年度において出産した女性労働者数及び公表前々事業年度
において出産する予定であった女性労働者のうち退職した女性労働者数
の合計数に対する、公表前事業年度に在職している又は在職していた女
性労働者数の割合

公表事項６

育児休業等をし、または育児を行う女性従業員が就業を継続し、
活躍できるような能力の向上又はキャリア形成の支援のための
取組にかかる計画の内容及び実施状況

1



女性活躍推進法に基づく認定制度
○ 行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性の活躍推進に関する状況等が優良な企業
は､都道府県労働局への申請により、厚生労働大臣の認定を受けることができる。

○ 認定を受けた企業は､厚生労働大臣が定める認定マーク「えるぼし」を商品などに付すことができる。

※ 法施行前からの実績の推移を含めることが可能
認定の段階

★【別紙】に掲げる基準以外のその他の基準
○ 事業主行動計画策定指針に照らして適切な一般事業主行動計画を定めたこと。
○ 定めた一般事業主行動計画について、適切に公表及び労働者の周知をしたこと。
○ 法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。

●次ページに掲げる５つの基準のうち１つ又は２つの基準を満たし、その実績を厚生労働省のウェブサイ
トに毎年公表していること。

●満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた当該基準に関連する取組
を実施し、その取組の実施状況について厚生労働省のウェブサイトに公表するとともに、２年以上連
続してその実績が改善していること。

●下段の★印に掲げる基準を全て満たすこと。

●次ページに掲げる５つの基準のうち３つ又は４つの基準を満たし、その実績を厚生労働省のウェブサ
イトに毎年公表していること。

●満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた当該基準に関連する取組を実施し、
その取組の実施状況について厚生労働省のウェブサイトに公表するとともに、２年以上連続してその
実績が改善していること。

●下段の★印に掲げる基準を全て満たすこと。

●次ページに掲げる５つの基準の全てを満たし、その実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表して
いること。

●下段の★印に掲げる基準を全て満たすこと。

１段階目

２段階目

３段階目



注） 雇用管理区分ごとに算出する場合において、属する労働者数が全労働者数のおおむね1割程度に満たない雇用管理区分がある場合は､職務内容等に照らし、類
似の雇用管理区分とまとめて算出して差し支えないこと（雇用形態が異なる場合を除く。）。

【別紙】女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準

評価項目 基 準 値 （実績値）

①採用 男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度（※）であること
（※直近３事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率（女性の応募者数÷女性の採用者数）」×０．８が、直近３事業年
度の平均した「採用における男性の競争倍率（男性の応募者数÷男性の採用者数）」よりも雇用管理区分ごとにそれぞれ低いこ
と）

②継続就業 ⅰ）「女性労働者の平均継続勤務年数÷男性労働者の平均継続勤務年数」が雇用管理区分ごと
にそれぞれ７割以上であること
又は

ⅱ）「10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された女性労働者のうち継続して雇用され
ている者の割合」÷「10事業年度前及びその前後に採用された男性労働者のうち継続して雇用さ
れている者の割合」が雇用管理区分ごとにそれぞれ８割以上であること

③労働時間等の働き方 雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時間数の平均が、
直近の事業年度の各月ごとに全て４５時間未満であること

④管理職比率 ⅰ）管理職に占める女性労働者の割合が別に定める産業ごとの平均値以上であること
（※産業大分類を基本に、過去３年間の平均値を毎年改訂。）

又は

ⅱ）直近３事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職階にある女性労働者のうち課長級に昇
進した女性労働者の割合」÷直近３事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職階にある男性
労働者のうち課長級に昇進した男性労働者の割合」が８割以上であること

⑤多様なキャリアコース 直近の３事業年度に､以下について大企業については２項目以上（非正社員がいる場合は必ずAを含むこ
と）、中小企業については１項目以上の実績を有すること
A 女性の非正社員から正社員への転換
B 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換
C 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用
D おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用



若者の雇用管理の状況が優良な中小企業の認定（ユースエール認定企業） 

・ 若者の採用・育成に積極的に取り組み、実力がある中小企業でも、知名度等から若者の採用面に課題。 
・ 大企業と比較して、中小企業は求人倍率が高い。（従業員300人未満：3.59倍 1,000人以上：0.92倍）  

 若者雇用促進法に基づき以下の基準を満たす中小企業を厚生労働大臣が認定する制度を創設し、認定企業の情報発信
を後押しすることにより、若者の適職選択や当該企業が求める人材の円滑な採用を支援する。（平成27年10月創設） 

１ 学卒求人など、若者対象の正社員の求人申込みまたは募集を行っていること（既卒３年以内の者が応募可であることが必要。） 

２ 若者の採用や人材育成に積極的に取り組む企業であること 

３ 

右の要件を
すべて満た
しているこ
と 

・「人材育成方針」と「教育訓練計画」を策定していること 
・直近３事業年度の正社員として就職した新卒者等のうち同期間に離職した者の割合が20％以下 
・前事業年度の正社員の所定外労働時間の平均が20時間以下又は正社員のうち週労働時間が60時間以上の者の割合が５％以下 
・前事業年度の正社員の有給休暇の付与日数に占める取得日数の平均が70％以上または取得日数の平均が10日以上 
・直近３事業年度で、男性労働者の育児休業などの取得者が１人以上又は女性労働者の育児休業等の取得率が75％以上 

４ 

右の雇用情
報項目につ
いて公表し
ていること 

・直近3事業年度の新卒者などの採用者数・離職者数、男女別採用者数、平均継続勤務年数 
・研修内容、メンター制度の有無、自己啓発支援・キャリアコンサルティング制度・社内検定などの制度の有無とその内容 
・前事業年度の月平均の所定外労働時間、有給休暇の平均取得日数、育児休業の取得対象者数・取得者数（男女別）、 
 役員・管理職の女性割合 

５ 過去３年間に新規学卒者の採用内定取消しを行っていないこと 7  各種助成金の不支給措置を受けていないこと 

６ 過去１年間に事業主都合による解雇または退職勧奨を行っていないこと  8  重大な労働関係等法令違反を行っていないこと  等 

＜認定基準＞ 

１ ハローワークなどで 重点的ＰＲを実施 2 認定企業限定の就職面接会などへの参加が可能 

3 自社の商品、広告などに認定マークの使用が可能 

4 
若者の採用・育成を支援するため、認定企業が次の各種助成金を活用する際、一定額が加算 
①キャリアアップ助成金 ②キャリア形成促進助成金 ③トライアル雇用奨励金 ④三年以内既卒者等採用定着奨励金 

５ 
株式会社日本政策金融公庫（中小企業事業・国民生活事業）において実施している「地域活性化・雇用促進資金 
（企業活力強化貸付）」を利用する際、基準利率から－0.65％での低利融資を受けることが可能 

6 
公共調達のうち、各府省が価格以外の要素を評価する調達（総合評価落札方式・企画競争方式）を行う場合は、 
契約内容に応じて加点評価（「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針」） 

＜認定のメリット＞ 

＜実績＞ 

＜認定マーク＞ 
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適職選択のための取組促進～ハローワークにおける求人不受理～

○新卒一括採用という雇用慣行や心身の発達過程及び家族形成期にあるといった青少年に固有の事情を踏まえ、
1. 過重労働の制限等に関する規定
2. 仕事と育児等の両立等に関する規定
3. その他青少年に固有の事情を背景とする課題に関する規定

として、以下に係る条項違反が求人不受理の対象。

賃金、労働時間等関係 ✓労働条件明示関係 ✓均等関係 ✓両立関係
年少者の労働条件関係

・若者の「使い捨て」が疑われる企業等が社会問題化
→ 新卒時のトラブルは、職業生活にわたる段階的な職業能力の形成に大きく影響を及ぼすおそれ。
→ 一定の労働関係法令違反を繰り返す事業所を新卒者に紹介しないよう対応。

(1) 労働基準法及び最低賃金法に関する規定

① 1年間に2回以上同一条項の違反について

是正指導を受けている場合

② 違法な長時間労働を繰り返している企業として

公表された場合

③ 対象条項違反により送検され、公表された場合

(2) 男女雇用機会均等法及び育児介護休業法に関する規定

① 法違反の是正を求める勧告に従わず、公表された場合

法違反が是正されるまで
＋是正後６ヵ月経過するまで

法違反が是正されるまで
＋是正後６ヵ月経過するまで

不受理となる違反

不受理となるケース

送検された日から１年経過するまで
（是正後６ヵ月経過するまで延長）

＜基本となる不受理期間＞



対象条項

【具体的な対象条項】
(1) 過重労働の制限等に関する規定

・ 強制労働の禁止 （労働基準法第５条）
・ 賃金関係（最低賃金、割増賃金等） （労働基準法第24条、第37条第１項及び第４項、最低賃金法第４条第１項）
・ 労働時間 （労働基準法第32条）
・ 休憩、休日、有給休暇 （労働基準法第34条、第35条第１項、第39条第１項、第２項、第５項及び第７項）

(2) 仕事と育児等の両立等に関する規定
・ 出産等を理由とする不利益取扱の禁止等 （男女雇用機会均等法第9条第１項、第２項及び第３項、第11条の２第１項）
・ 妊娠中、出産後の健康管理措置 （男女雇用均等法第12条、第13条第１項）
・ 育児休業、介護休業等の申出があった場合の義務、不利益取扱いの禁止等 （育児・介護休業法第6条第１項、第10条、
第12条第１項、第16条、第16条の3第１項、第16条の4、第16条の6第１項、第16条の7、第16条の 10、第18条の2、第20条
の2、第23条の2、第25条、第52条の4第２項、第52条の5第２項）
・ 所定外労働等の制限 （育児・介護休業法第16条の8第１項、第16条の9第１項、第17条第１項、第18条第１項、第19条
第１項、第20条第１項、第23条第１項、第２項及び第３項、第26条）
・ 妊産婦の坑内業務の制限等 （労働基準法64条の2第1号、第64条の3第１項、第65条、第66条、第67条第２項）
・ 男女同一賃金の原則 （労働基準法第4条）
・ 性別を理由とする差別の禁止、セクハラ等 （男女雇用均等法第5条、第6条、第7条、第11条第１項）

(3) その他青少年に固有の事情を背景とする課題に関する規定
・ 労働条件の明示 （労働基準法第15条第１項及び第３項）
・ 年少者に係る労働基準 （労働基準法第56条第１項、第61条第１項、第62条第１項及び第２項、第63条）

※労働基準法の規定については、労働者派遣法第44条（第４項を除く。）の規定により適用する場合を含む。
※男女雇用機会均等法の規定については、労働者派遣法第47条の２の規定により適用する場合を含む。
※育児・介護休業法の規定については、労働者派遣法第47条の３の規定により適用する場合も含む。


